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陳 情 文 書 表 

平３１陳情第１号 平成３１年２月５日受理 

件  名 
国に対して「消費税増税中止を求める」意見書の提出を求める

陳情 

陳 情 者 

秦野市鶴巻南１－６－４ 

 平和・民主・革新をめざす秦野市懇談会 

  事務局長 石井 富士男 

陳 情 の 要 旨 

【陳情趣旨】 

政府は２０１９年１０月から消費税を１０％に増税しようとしていま

す。 

 ５年前８％に増税したことにより深刻な消費不況が続いています。日本

銀行が２０１９年１月９日に発表した「生活意識に関するアンケート調査」

によると１年後の景気が今より「悪くなる」と答えた人の割合は３９．８％、

「良くなる」の７．８％を大きく上回っています。 

 藤井聡元内閣官房参与は「１０％の税率の引き上げは日本経済を破壊す

る」と語っています。また、朝日新聞が１月１２日に発表した世論調査で

は増税反対が５９％になっています。一般社団法人日本スーパーマーケッ

ト協会など流通業界からは「日々の買い物において必要のない混乱が生ず

る」と懸念が表明されています。 

 各方面から「こんな経済情勢で増税していいのか」という危惧、批判が

大きく広がっています。 

 また、消費税徴収方法は、買う物品、買う場所、買い方などで税率が３、

５、６、８、１０％と５段階になり、消費者がその仕組みを理解すること

は困難であり、不安は必至です。 

 消費税は景気を冷やし、所得の少ない人、取引の力関係が弱い中小事業

者に負担を強いる税金であり、日本国憲法が求める応能負担原則にも反し、

貧困と格差を拡大する税制です。 

 消費税増税ではなく、税金の集め方、使い方を見直し、大企業や富裕層

を優遇する不公平税制を正すべきです。大企業や富裕層に応分の負担を求

め、暮らしや社会保障、地域経済振興に優先して税金を使い、家計を温め

購買力を高める経済政策をとれば、内循環により所得や税収が上がり、社

会保障の拡充や財政再建の道も開かれます。 

 私たちは市民の立場に立って、市民の暮らしと命、地域経済、地場産業
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や営業、地方の自治体の「活力あるまちづくり」に深刻な打撃を与える消

費税増税を中止することを強く求めます。 

 以上の趣旨から、次の事項について、地方自治法第９９条に基づき、国

に対し意見書を提出していただきたく陳情いたします。 

 

【陳情事項】 

２０１９年１０月の消費税１０％への引き上げ中止を求める意見書を国

に提出すること。 

平３１陳情第２号 平成３１年２月１４日受理 

件  名 
国に対して「消費税増税中止を求める」意見書の提出を求める

陳情 

陳 情 者 

秦野市南矢名３－６－２８ 

 新日本婦人の会秦野支部 

  代表 原 とし子 


